
 
 

 

区 分 事 業 名 事 業 概 要  3 1 年 度 予 算 額 30年度当初予算額 

救 急 医 療 

広域災害救急医療情報システム運営費 
24 時間体制で救急医療施設から応需の可否等の情報を収集し、消防本部、医療施設、県民等への情報提供

の実施  委託先 愛知県医師会 
３７１，１１３千円 ３５４，６７５千円 

第３次救急医療施設設備整備費補助金 
救急救命センターの整備促進、安定的運営に資するための設備整備補助 

補助先 ２施設 
１５３，７０４千円 １４４，０００千円 

第３次救急医療施設運営費補助金 

○救命救急センターの安定的運営に資するための運営費補助 

補助先 ４施設 

○高度救命救急センターが運営するドクターヘリの運営経費に対する補助 

  補助先 愛知医科大学病院 

８０６，５７５千円 ８０６，５７５千円 

その他２事業 救急医療対策事業費補助金、第２次救急医療施設設備整備費 ４０，７０１千円 ３６，１６２千円 

計 １，３７２，０９３千円 １，３４１，４１２千円 

災 害 医 療 

医療施設耐震整備事業費補助金費 
医療施設の耐震化又は補強等の耐震化整備に対する補助 

補助先 総合上飯田第一病院 
１１，００５千円 ０千円 

災害拠点病院整備費補助金 
災害拠点病院として必要な施設・設備整備に対する補助 

 補助先 名古屋第二赤十字病院、海南病院 
８，９６４千円 １０，２３０千円 

特殊災害時医療提供施設整備費補助金 
ＮＢＣ災害時等の発生時の医療提供体制の整備に対する補助 

 補助先 藤田医科大学病院、名古屋市立大学病院、中京病院 
３２，４６９千円 ２２，０３３千円 

その他４事業 
災害医療対策費、南海トラフ地震医療活動対策費、広域搬送拠点臨時医療施設設備整備費、災害時衛生通信

体制整備事業費 
２０，０１１千円 １９，６３９千円 

計 ７２，４４９千円 ５１，９０２千円 

へ き 地 医 療 

へき地支援機構事業費 へき地医療支援機構の運営、へき地支援計画策定会議の開催等 １５，５６４千円 １６，４７５千円 

へき地医療対策費補助金 

○へき地医療拠点病院が行うへき地診療所への支援に対する補助 

補助先 ６施設 

○へき地診療所の運営に対する補助 

補助先 ６施設 

○へき地医療拠点病院、へき地診療所の設備整備の経費に対する補助 

補助先 乙ケ林診療所、つぐ診療所、佐久島診療所 

５０，７０６千円 ４６，８０２千円 

計 ６６，２７０千円 ６３，２７７千円 

周 産 期 医 療 

周産期医療対策費 愛知県周産期医療協議会等の実施 １０，１４４千円 １１，９５４千円 

周産期母子医療センター運営費補助金 
総合周産期母子医療センター及び地域周産期母子医療センターの運営費に対する補助 

 補助先 名古屋第一赤十字病院、名古屋市立西部医療センター等 
３９５，１７４千円 ３５５，０２５千円 

周産期母子医療センター整備費補助金 
ＮＩＣＵ・ＧＣＵの整備に要する経費の補助 

 補助先 ４施設 
４４，８１２千円 ２５，４２５千円 

分娩取扱施設整備費補助金 
分娩取扱施設が行う施設及び設備整備に要する経費の補助 

 補助先 ６施設 
８５，４２３千円 ７７，７４５千円 

計 ５３５，５５３千円 ４７０，１４９千円 

小 児 医 療 

（小児救急医療を含む） 

小児救急電話相談事業費 保護者を対象とした小児の急病等に関する電話相談の実施  委託先 民間会社 ４２，５３５千円 ４２，８１２千円 

小児救急医療支援事業費補助金 

二次医療圏で病院による輪番体制を構築し、小児の二次救急医療体制の充実を図るため、小児科医の確保等

の運営に要する経費に対する補助 

補助先 名古屋医療圏、西三河北部医療圏 

１６，３８４千円 １６，２０８千円 

小児集中治療室医療従事者研修事業費補助

金 

二次医療圏で病院による輪番体制を構築し、小児の二次救急医療体制の充実を図るため、小児科医の確保等

の運営に要する経費に対する補助 

補助先 名古屋医療圏、西三河北部医療圏 

７，４３０千円 ９，４５９千円 

計 ６６，３４９千円 ６８，４７９千円 

５事業等における主な平成３１年度予算について 

資料６ 



 

区 分 事 業 名 事 業 概 要  3 1 年 度 予 算 額 30年度当初予算額 

在 宅 医 療 の 確 保 

地域包括ケア推進事業費 
地域包括ケア相談体制整備事業、地域在宅医療・介護連携推進支援事業費、在宅医療・介護連携推進事業ネ

ットワーク会議費 
１４，０８４千円 １１，２９６千円 

人生の最終段階における医療体制整備事業費 
人生の最終段階に受ける医療・ケアに対する本人の希望について、意思決定を支援できる相談員を養成する

ための研修の実施 
９，００４千円 ９，０２２千円 

訪問看護に関する事業 

（看護師確保事業のうち） 

訪問看護ステーション長期派遣研修事業費補助金、訪問看護職員就労支援事業費補助金、訪問看護推進事業

費、訪問看護支援事業費(ナースセンター事業費）※看護師確保事業の再掲、看護職員専門分野研修事業費補助金 
１１３，２１１千円 ５６，３２９千円 

その他１６事業 

病床の機能分化と連携推進事業費、在宅医療推進協議会事業費、在宅医療推進研修事業費、リハビリテーシ

ョン情報センター事業補助金、小児在宅医療普及推進事業費、薬剤師在宅医療対応研修事業費、在宅歯科医

療普及研修事業費、地域包括ケア対応歯科衛生士養成事業費、保健医療福祉連携強化普及啓発事業費、地域

包括ケア推進事業費、在宅歯科医療連携室事業費、在宅歯科診療設備整備費補助金、在宅療養歯科口腔保健

推進設備整備事業費、障害者歯科医療ネットワーク推進事業費、在宅歯科医療推進歯科衛生士研修事業費、

在宅療養支援歯科医養成推進事業費 

６９，３３９千円 １２１，６４３千円 

計 ２０５，６３８千円 １９８，２９０千円 
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地域医療支援センター運営事業費 
医師不足の状況等を把握・分析するため、専任医師を配置し、医療機関へのヒアリング調査などの実施、医

師の確保に関する事項の実施に必要な事項について検討を行うための協議会の設置等 
２９，８１１千円 ２８，６７６千円 

女性医師等就労支援事業費補助金 

現場を離れた女性医師への復職支援、短時間勤務等を取り入れる医療機関への助成等、女性医師が育児をし

ながら働くことができる体制整備への支援 

補助先 医学部を有する４大学、臨床研修病院等 

３７，２０２千円 ３８，２６６千円 

先進的医療技術向上専門研修事業費補助

金 

病院がそれぞれ優れた診療技術を有する分野での専門研修プログラムを実施していくための経費への補助 

補助先 ７病院 
３４，９４５千円 ４８，２８１千円 

地域医療確保修学資金貸付金 地域枠入学定員により大学医学部に入学する医学生に対する修学資金  対象 １６６名 ３１０，８００千円 ２８３，８００千円 

医師派遣推進事業費補助金 

医療機関の連携により地域医療を確保するため、医師不足が深刻な病院に対し、医師派遣を行う病院が医師

を派遣することにより生じる逸失利益に対する補助 

補助先 ５病院 

１６，９６４千円 ２７，９３７千円 

医療勤務環境改善支援センター事業費 医師等の離職防止や医療安全の確保のために医療機関が行う勤務環境改善の取組に対する総合的な支援 ４，５３０千円 ４，４９７千円 

その他２事業 総合医養成推進事業費、専門医認定支援事業費補助金 ７３，４９９千円 ７３，４５０千円 

 

その他医師確保に関する事業 産科医等支援事業費補助金 １５５，６６２千円 １７２，２０４千円 

計 ６６３，４１３千円 ６７７，１１１千円 
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看護師養成所補助金 
○資質の高い看護職員を確保するため、養成所の運営費に対する補助 

補助先 保健師、助産師、看護師及び准看護師学校養成所 ２１施設 
４０５，３４３千円 ４０１，６５３千円 

病院内保育所補助金 
○看護師等の離職防止や再就業の促進を図るために設置する病院内保育所の運営に対する補助 

  補助先 １０５施設 
３０６，７１１千円 ３４２，３０１千円 

ナースセンター事業費 
「看護師等の人材確保の促進に関する法律」に基づき、未就業看護職員に対する就業促進事業（無料職業紹

介）等の実施  委託先 愛知県看護協会 
１１０，３６３千円 １０６，７４１千円 

看護職員修学資金貸付金 
看護師養成所等に在学する者に修学資金を貸与し、修学を支援するとともに、県内の医療機関等への就業を

促進する  貸与予定者数 ７５名 
３０，７９２千円 ５９，５５６千円 

へき地医療確保看護修学資金貸付金 
県内のへき地医療の確保に資する公的医療機関で働く看護師を養成するため、県立看護専門学校に入学する

看護学生に対する修学資金  対象 ７名 
８，４００千円 ８，４００千円 

看護研修センター費 

（看護職カムバック研修費） 
再就業を希望する看護職員が円滑に職場復帰するための研修の実施 ２，０５８千円 ２，０４２千円 

看護師勤務環境改善施設整備費補助金 看護職員が働きやすい合理的な病棟づくりなどの勤務環境改善整備に対する補助 ０千円 ２，４０５千円 

計 ８６３，６６７千円 ９２３，０９８千円 


